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1. 以下では、第 61回専門委員会（11月 17日開催）及び第 324 回親委員会（11 月 20

日開催）で聞かれた主な意見を要約している。 

 

「収益認識に関する包括的な会計基準の開発についての意見募集（案）」につい

て 

(1) 第 16 項で「単体財務諸表においても同様の内容の基準を用いることのニーズ

が聞かれ」とされていることについて、単体財務諸表のあり方を議論する意図

か。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(2) 今回の検討がどのような範囲の会社を対象と考えるのか、明確にしていくこと

が考えられるのではないか。 

(3) IFRS 第 15 号で要求される注記事項について、どの注記を有用と考えるかにつ

いて質問してはどうか。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

 

「IFRS 第 15 号に関して予備的に識別している適用上の課題（案）」について 

(各論点の記載方法全般について) 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(4) 「財務報告数値の相違」があれば多かれ少なかれ「経営管理に与える影響」及

び「経理事務に与える影響」はあるのではないか。現在、それらを入れたり入

れなかったりしているが、入れていない項目について影響がないと誤解を与え

かねないのではないか。分ける意味があるかどうかも含め、検討したほうがよ

い。 

「予備的に識別した適用上の課題」の各論点に設ける区分について 

(5) 「影響を受けると考えられる取引例」については、具体的事例の記載に主眼を
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置いているため、当該事例に該当しない読者が、関係する論点を見落とす可能

性があるのではないか。取引の特徴を記載した上で、具体的事例を記載すべき

であると考える。 

(6) 読者が自分に関係する箇所を各表題から判断できるように、表題と想定される

取引の関係を示した表を作成し誘導するような工夫が必要ではないか。 

第 324 回親委員会で聞かれた主な意見 

(7) 読者が自分の業界に関係するかを判断できるようにするために、業界慣行の用

語を付記してはどうか。例えば、変動対価という文言について一般的ではなく、

「リベート」や「仮価格」などの付記がなければ理解しがたい。 

(8) 具体的事例について、各業界が、この記載を通じて日本基準の下での売上高の

数値に疑念がもたれる可能性を懸念しないように、各業界と調整を行っていく

べきである。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(9) ｢予備的に識別した適用上の課題｣の記載について、前回のように「経営管理に

与える影響」「財務報告プロセスに与える影響」の小見出しで分類するよりも、

分類しない今回の記載の方がより抵抗感なく読み進められる。 

「予備的に識別した適用上の課題」の各論点に設ける区分について 

(10) 全体的に分量が多いため、まず「影響を受けると考えられる取引」を読むこと

で読者が自らに影響があると考えられる箇所を判断できるように工夫しては

どうか。 

読者が各論点を理解するための工夫について 

(11) 日本基準では工事契約から損失が見込まれる場合、工事損失引当金を計上する

規定がある。この点、論点として取り上げていないが、IFRSとの相違がないた

めか、別途、会計基準の開発を検討するためかについて明確ではない。 

IFRS第 15号にはない要求事項への対応について 

(12) 「予備的に識別した適用上の課題」では、個々の論点において現在記載されて

いる課題だけでなく、意見募集（案）の記載も踏まえて、IFRS 第 15 号の取扱

いのメリットも記載してはどうか。 

IFRS第 15 号を踏まえた収益認識に関する包括的な会計基準の開発を行う意義につ

いて 
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（個別論点の記載について：【論点 1】） 

(13) 契約変更の論点については、論点 11「一定の期間にわたり充足される履行義務」

における成果の確実性の論点に関係するのではないか。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

（個別論点の記載について：【論点 3】） 

(14) 食品卸売業など、より顕著な例が見られるため、具体的事例として記載してはどう

か。 

第 324 回親委員会で聞かれた主な意見 

（個別論点の記載について：【論点 4】） 

(15) 個別の取引ごとに検討し契約負債を計上することや、その契約負債をポイント使用

ごとに割り当てることは実務上困難ではないか。我が国の実務上の売価ベースのポ

イント引当金を契約負債とし、その繰入額を収益の減額とする方法は考えられない

か。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

（個別論点の記載について：【論点 5】） 

(16) 収益をいつ認識するかが論点となっているので、ステップ 5又はその他に含めるこ

となどを検討してはどうか。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(17) ソフトウェア取引においてバージョンアップをどう考えるかなど、知的財産ライセ

ンスは単一の履行義務となるかどうかも実務上は重要な論点になると考える。 

（個別論点の記載について：【論点 6】） 

(18) 具体的事例として、揮発油税や酒税等があげられているが、たばこ税なども影響を

受けるのではないか。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

（個別論点の記載について：【論点 7】） 

(19) 「2.化学品や燃料関連商品の仮価格の設定」について、当初の契約において対価が

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 
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変動することになっている状況か否かにより、変動対価に該当するかが異なるので

はないか。 

(20) 「影響を受けると考えられる取引例」において、「マイルストーン達成に応じた支

払い」とあるが、業績ボーナスやボリューム・インセンティブなど様々であるため、

具体的に記載すべきである。 

（個別論点の記載について：【論点 10】） 

(21) 契約の変更が頻繁に行われるケースにおいては、システム対応をしないと運用がで

きない可能性があるため、当論点については「経理事務に与える影響」も記載すべ

きではないか。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(22) 「具体的事例における影響」の｢小売業における｣ポイント制度」において、顧客が

得たポイントを他の企業が提供する財又はサービスとの交換にも使用可能な場合

に、どのように独立販売価格を見積るのかについて検討が必要となることが考えら

れる。 

(23) 「1．機械の販売契約と保守サービス契約との複合契約」においては、機械と保守

サービス契約が別個と判断されている状況であるため、通常、独立販売価格は存在

すると考えられる。むしろ実務においては値引きの配分が論点になるため、そのよ

うな例を記載してはどうか。 

（個別論点の記載について：【論点 11】） 

(24) 具体的事例 2について、通常の工期の工事契約を例示せず、工期が短い工事契約の

み取り上げることにより、IFRS第 15号を適用する場合の重要性の取扱いに誤解を

与えるおそれがある。重要性の取扱いが日本基準と IFRS と異なるように誤解され

ないよう留意すべきである。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(25) 日本基準における成果の確実性の考え方と IFRS第 15号における支配の移転の考え

方の相違がしていることを読者が理解できるように記載を工夫すべきである。 

(26) IFRS 第 15号第 35項（c）の「現在までに完了した履行に対する支払を受ける強制

可能な権利を有している。」という要件について、判断が難しいケースが想定され

るため、課題として記載してはどうか。 

(27) IFRS 第 15 号第 35 項の要求事項は複雑であるため、フローチャートなどを追加す
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るなどの工夫をしてはどうか。 

（個別論点の記載について：【論点 12】） 

(28) 進捗度が合理的に測定できない工事契約について、売上と原価を同額で計上する原

価回収基準の合理性に疑問がある。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(29) 原価回収基準の適用にあたっては、工事進行基準との並行適用や、システム対応や

内部統制構築などの実務上の負担も考えられる。建設業に限らず、工事完成基準を

適用する契約の実務に広く影響があると考えるため、その旨を記載し、読者の注意

を喚起すべきである。 

(30) 工事完成基準か工事進行基準かの判断において、IFRS 第 15号に解釈の余地がある

のであれば、基準開発においてどちらか志向することを検討することもあるのでは

ないか。 

(31) 原価回収基準では、進捗度が合理的に見積ることができるようになったときににわ

かに利益を計上するという計上パターンになることを、適用上の課題で言及しては

どうか。 

（個別論点の記載について：【論点 13】） 

(32) 「経理事務に与える影響」や「具体的事例における影響」における記載は、出荷基

準が採用できなくなるという懸念に配慮し過ぎており、重要性に言及することでも

っと簡潔にできるのではないか。 

第 61 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(33) 出荷基準から収益認識時点を支配の移転時に変更するために、経理以外の部署も関

連し、場合によっては顧客からの証憑入手方法も変更するなど、経理プロセスのみ

ならず売上に関連する全般的なプロセスで対応が必要となり、大きな負荷になる可

能性がある。記載ぶりは、慎重にすべきと考えられる。 

(34) 「売上高は実現主義の原則に従い、商品等の販売によって実現したものに限る」と

いう企業会計原則の記載が参照されているが、企業会計原則における「実現」には

色々な意味があるため、「商品等の販売時に限る」としてはどうか。 

（個別論点の記載について：【論点 14】） 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 
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(35) 「未行使の権利」や「企業が権利を得ると見込んでいる場合」という表現を分かり

やすい表現に修正してはどうか。 

(36) 本論点の検討の前提（検討の対象は商品券等の発行企業の会計処理であること、商

品券等は将来にわたって未使用のままの可能性があること、発行店のみで使用可能

か否か、など）を明確にすべきである。 

（個別論点の記載について：【論点 16】） 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(37) 事例の中で、IAS第 16号や IAS第 38号の適用に言及しているが、日本基準の開発

のための意見募集であるため、記載を見直すべきである。当該事例では、再評価モ

デルの適用まで言及されており、日本基準において再評価モデルが採用できるとの

誤解を与えるおそれがある。 

具体的事例 2.「データ・センター」の事例におけるIAS第 16 号やIAS第 38 号等へ

の参照について 

(38) 実務上は、セットアップ・コストは、契約獲得コストか収益に対応する原価かが必

ずしも明確ではないと思われるので、本事例を削除した方がよいのではないか。 

具体的事例 2.を設例に含めるか否かについて 

(39)  データ・センターのサーバーが、特定の顧客に固有のものであるなど、コストが

契約に直接結びつく場合もある。そのような前提の記載を行うことにより、当該具

体的事例の記載を残すべきである。 

(40) 日本基準の説明が一般的な定めがあることが言及されているのみで分かりづらく、

また、具体的事例でも、日本基準における実務への影響の記載が明確ではない。 

具体的事例 2.及び日本基準及び日本基準における実務の記載について 

（個別論点の記載について：【論点 17】） 

(41) 設例で取り上げているソフトウェア開発契約は、収益を一時点で認識するか、一定

期間で認識するかがよく論点になり得るため、他の取引を設例としてはどうか。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(42) 契約負債は一般的には前受金が該当すると考えられるが、その点が分かりにくい説

明となっているため、理解できるように修文してはどうか。 

（個別論点の記載について：【論点 18】） 
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(43) 重い論点にもかかわらずあっさりした書き振りであるため、求められる注記が多い

ことを示す工夫をすべきと考える。 

第 62 回専門委員会で聞かれた主な意見 

(44) 複数のセグメントを有し、ビジネスの形態が異なる場合や、契約の変更や追加の注

文がある場合の未充足の履行義務の開示は、必要な数値や定性的な情報の収集方法

が作成者にとって大きな課題となる。 

 

以 上 
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